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本ニューズレターでは、2021年11月12日に連邦政府より官報公布された2022年度税制
改正項目のうち、Dictamen Fiscalについて解説します。今回の改正により、一定の収
益要件を充足した企業はDictamen Fiscalを提出しなければならなくなり、他の項目と
比較して、企業への影響が大きい改正項目となります。 
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1. Dictamen Fiscalとは 

Dictamen Fiscalとは、一定規模以上の企業に適用される公認会計士（以下、監査人と
いう）による税務監査のことを指します。当該税務監査を受ける企業は、税務計算の妥
当性や会計帳簿と明細の整合性、未払税金や納税の状況等が監査人により検証される
ことになります。その結果、税務監査報告書および添付書類一式（情報申告書）がデー
タとして所定の期日までに税務当局（SAT）に提出されることになります。 

 

2. 対象者 

現行においては、一定の要件を充足した企業に与えられたオプションという位置づけ
でしたが、今回の改定により、一定の要件（前年度の税務上の収益が1,650,490,600MXN

以上）を充足した企業には提出義務が生じます。 

また、上記の要件を充足しない企業であっても、次の一定の要件（現行と同様）のいず
れかを充足している企業は提出することを選択できます。 

 前年度の収益が122,814,830MXN超の企業（※） 

 前年度の総資産が97,023,720MXN超の企業（※） 
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 前年度に月平均300人以上の従業員を雇用している企業

※ 2020年度分提出のための数値基準となります。金額が変動する可能性がある点に
ご留意ください。

3. 提出期限
現行の提出期限は、翌年度の7月15日が原則でしたが、今回の改定により、翌年度の5

月15日となり、早期化されることとなります。 

4. 税務当局による調査（Dictamenを提出する納税者の
メリット）

現行において、税務当局による調査は、監査人に対する調査がまず行われ、そのあと納
税者に対する調査へ移行する、段階的な調査手順（Sequential Review）が採用されて
いました。そのため、税務調査を受ける納税者側から見た場合、当該監査人への調査が
入る6ヵ月間、直接調査が入るまで準備のための時間を稼ぐメリットがありました。今
回の改正により、このSequential Reviewが廃止され、税務当局は監査人に対する調査
をスキップして直接企業に対する調査を行うことが可能となるため、Dictamen Fiscal

を提出する納税者側のメリットはなくなる（義務だから出さざるをえない）という結果
となり、選択適用を行う会社の数は大きく減ることが見込まれます。 

5. 監査人の責任
今回の改正により、監査人の責任対象範囲が拡大されます。納税者のカスタムコンプラ
イアンス（税関に関する規制の遵守状況）に関するスコープが追加されます。また、納
税者の租税回避行為等を発見した場合の報告義務が明記され、それを怠った場合、監査
人も税務回避行為等に加担したとみなされて、今まで以上に重い責任を負わされるこ
ととなります。上記責任対象範囲については詳細が現在不明であり、どれだけの作業が
追加されることになるかにより、書類を準備する会社側、それを確認する監査人側の負
担増の程度が、大きく左右されることになります。

6. 当該改正の論点
– 当該改正がいつから適用されるのか、という点は現時点でははっきりしておらず、

発信日現在においてもまだ議論があります。税制改正の適用開始日が2022年1月1日
以降であるため、2023年の提出から適用される（すなわち、2022年度にかかる
Dictamen Fiscalから）という見解が素直な見方である一方、2022年の提出から
（2021年度に提出するDictamen Fiscalから）という考え方もがあります。そのた
め、今後公表されるSIPREDや細則等で明らかになると予想されるため、引き続き
状況を注視する必要があります。

– 上記のとおり、Dictamen Fiscalを強制適用あるいは選択適用する納税者側の
メリットは、今回の改正で完全になくなり、企業にとってはただデメリットが大
きいコンプライアンス制度となります。
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そのため、今回の改正によってDictamen Fiscalは、税務当局が外部の専門家で
ある監査人を使ったゼロ次的な税務調査、もしくは税務調査の予備調査として位
置づけられることとなる、という声もあがっています。したがって、過去
Dictamen Fiscalを選択適用で提出している企業で、今後強制適用を義務付けられ
ない企業にとっては、継続して提出する選択肢を取る意義はなくなることから、今
後監査人を通さずに納税者によって提出される、同様の報告制度であるISSIFへの
対応と提出への、大きな移行が予想されます。Dictamen Fiscalの提出期限が翌年
5月15日に短縮される一方、ISSIFの提出期限は翌年3月31日であることから、当該
移行のための対応を社内で検討していくことも重要になると考えられます。 
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